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吸収分割に係る事前開示書面 

（会社法第 782条第 1項及び会社法施行規則第 183条に定める書面） 

 

愛知県名古屋市中村区名駅一丁目２番４号 

名古屋鉄道株式会社 

代表取締役 髙﨑 裕樹 

 

当社は、2025年 1月 24日付で、名鉄都市開発株式会社（以下「承継会社」といいます。）と

の間で、当社を吸収分割会社、承継会社を吸収分割承継会社とする吸収分割（以下「本吸収分

割」といいます。）に係る吸収分割契約を締結いたしました。よって、以下のとおり、本吸収

分割に係る事前開示をいたします。 

 

1. 吸収分割契約の内容（会社法第 782条第 1項第 2号） 

本吸収分割に係る吸収分割契約の内容は別紙１のとおりです。 

 

2. 会社法第 758条第 4号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項（会社法施行

規則第 183条第 1号イ） 

本吸収分割に際して、承継会社は、当社に対して一切の対価を交付しません。当社は、

本吸収分割の効力発生時点において承継会社の全株式を所有していることから、当社は

これを相当であると判断しております。 

 

3. 会社法第 758条第 8号に関する事項（会社法施行規則第 183条第 2号） 

該当事項はありません。 

 

4. 会社法第 758条第 5号及び第 6号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

（会社法施行規則第 183条第 3号） 

該当事項はありません。 

 

5. 吸収分割承継会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容（会社法施行規則第 183条第 4

号イ） 

別紙２のとおりです。 

 

6. 吸収分割承継会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負

担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第 183条

第 4号ハ） 



承継会社は、株式会社エンゼルフォレストリゾートとの間で、2024年 11月 28日付で吸

収分割契約書を締結しており、効力発生日を 2025年 3月 31日として、承継会社の運営

する静岡県伊東市所在の名鉄赤沢別荘地の管理事業に関して有する権利義務を株式会社

エンゼルフォレストリゾートに承継させる吸収分割を行う予定です。 

 

7. 当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その

他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第 183条第 5号

イ） 

① 当社は、トーセイ株式会社との間で締結した 2024年 5月 24日付資本業務提携契約

に基づき、2024年 5月 30日にトーセイ株式会社の普通株式 7,500,100株を取得しま

した。 

② 当社は、2024年 6月 17日に、2033年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債

及び 2034年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債を発行しました。 

③ 当社は、2024年 5月 10日付新設分割計画書に基づき、2024年 7月 1日を効力発生

日として、当社の流通事業会社の経営管理を主な業務とする統括事業に関して有す

る権利義務を、新たに設立した株式会社名鉄リテールホールディングスに承継させ

る新設分割を行いました。 

 

8. 吸収分割が効力を生ずる日以後における当社の債務及び吸収分割承継会社の債務（吸収

分割会社が吸収分割により吸収分割承継会社に承継させるものに限る。）の履行の見込み

に関する事項（会社法施行規則第 183条第 6号） 

 

① 当社の債務の履行の見込みについて 

当社の 2024年 3月 31日現在の貸借対照表における資産の額は 948,098百万円、負債

の額は 641,145百万円であり、資産の額が負債の額を十分に上回っております。 

本吸収分割により、当社が承継会社に対して移転する資産の額は 1,322百万円（2024

年 9月 30日現在）、負債の額は 0円であり、これらの金額に効力発生日の前日までの

増減を加減して確定いたします。また、本吸収分割の効力発生日までに当社が負担す

べき債務の履行に支障を及ぼす事象の発生は、現在のところ予測されておりません。 

以上より、本吸収分割後における当社の資産の額は負債の額を十分に上回る見込みで

す。 

以上の点、並びに当社の収益状況及びキャッシュ・フロー等に鑑みて、当社の負担す

る債務については、本吸収分割の効力発生日以後も履行の見込みがあると判断してお

ります。 

 

② 承継会社における分割会社から承継される債務の履行の見込みについて 

承継会社の 2024年 3月 31日現在の貸借対照表における資産の額は 225,742百万円、



負債の額は 145,316百万円であり、その後、これらの額に重大な変動は生じておりま

せん。 

上記①で述べたとおり、本吸収分割により、承継会社が当社から承継する資産の額は

1,322百万円（2024年 9月 30日現在）、負債の額は 0円であり、これらの金額に効力

発生日の前日までの増減を加減して確定いたします。また、本吸収分割の効力発生日

までに承継会社の資産及び負債に重大な変動を生じる事態は、現在のところ予測され

ておりません。 

以上より、本吸収分割後における承継会社の資産の額は負債の額を十分に上回る見込

みです。 

以上の点、並びに承継会社の収益状況及びキャッシュ・フロー等に鑑みて、承継会社

が当社から承継する債務については、本吸収分割の効力発生日以後も履行の見込みが

あると判断しております。 

 

 

 

  



別紙１ 吸収分割契約書 

 

次ページ以降をご参照ください。 

  















別紙２ 吸収分割承継会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

次ページ以降をご参照ください。 



第６５期

自　２０２３年４月  １日

至　２０２４年３月３１日

２０２３年度

事 業 報 告

名 鉄 都 市 開 発 株 式 会 社



事 業 報 告  
 

２０２３年４月 １日から 

２０２４年３月３１日まで 

１．株式会社の現況に関する事項  

事業の経過及びその成果  

当期のわが国経済は、コロナウイルスの感染症法上の位置付けが５類感染症に

移行し克服される中、春闘における30年ぶりの高い賃上げや企業の高い投資意欲

など前向きな動きがみられています。そのような中、輸出やインバウンド需要の

回復を中心に経済活動の正常化が進む一方で、個人消費は物価上昇もあり、力強

さに欠けました。 

当社が属する不動産業界においては、依然として資材や人件費などの上昇によ

り建築コストが高止まりしており、持家の建築需要は弱含みを続けました。 

このような状況のもと、当社の主要市場である首都圏、関西及び名古屋におい

て積極的な販売活動を展開したことにより、営業収入は646億 59百万円（前期比 

123.7％）、経常利益は86億 21百万円（前期比112.8％）、当期純利益は76億 57

百万円（前期比146.6％）となりました。 

  当期の部門別営業概況は、次のとおりであります。  
 

（１）分譲事業  

  当期の分譲事業収入は438億53百万円(前期比111.7％ )となりました。  

① マンション  

 名古屋で「NAGOYA The TOWER」、「ザ・ファインタワ－久屋大通」、「エ

ムズシティ鳴子プレディア」など計175戸を販売したほか、首都圏で「メ

イツ新川崎」、「メイツ千葉 THE MID」、「パークビレッジ南町田」など

計367戸を、関西では「ローレルタワ－堺筋本町」、「メイツ京都西大路」

など計259戸を販売いたしました。当期の総販売戸数は801戸、営業収入は

429億 47百万円(前期比113.9％ )となりました。 

② 戸 建  

「M’sグランデ・M’sプレイス三好」5戸、「M’sグランデ豊田柿本」 

5戸、「M’sプレイス新舞子駅」4戸など合計23戸を販売して、営業収入は 

9億6百万円(前期比57.5％ )となりました。 

 

（２）アセット事業 

賃貸収入では、前期に取得した「三喜ビル」、「栄開発土地」、「エー 

デルシュロス」が通期に寄与したほか、当期に「メイフィス金山駅前ビル」 

「メイフィス金山西ビル」、「東横イン名古屋金山ビル」「メイフィス丸の



内ビル」などを取得したことなどにより大幅な増収となりました。都市開発

収入は、「東郷町白鳥店舗（パレマルシェ東郷店）」ほか13物件を資産売却

したことにより、アセット事業全体では196億 8百万円(前期比168.5％ )とな

りました。 

 

（３）マネジメント事業  

マネジメント事業ではアセット・マネジメント契約、プロジェクトマネ 

ジメント契約に基づく業務委託料のほか、仲介手数料などにより4億99百万 

円（前期比69.6％）となりました。  

 

（４）その他事業 

設計監理収入で「知立駅本駅建築工事」、「金山駅駅施設改良に伴う中央改 

札口内改修工事」などにより2億73百万円(前期比117.0％ )となったほか、「ゆ 

のゆTOYOHASHI」の温浴事業収入として3億50百万円(前期比108.5％ )を計上し 

ました。 



２．設備投資の状況

当期において実施いたしました主な設備投資等は次のとおりであります。

「メイフィス金山駅前ビル」、「メイフィス金山西ビル」、「東横イン名古屋金山ビル」、

「メイフィス丸の内ビル」、「メイフィス伏見ビル」、「TATSUMIスカイガ－デンテラス」

取得ほか

３．資金調達の状況

　当期における資金調達は、自己資金及び金融機関等からの借入金にて賄いました。

４．財産及び損益の状況

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

（当期）

百万円 百万円 百万円 百万円

40,049 42,135 52,253 64,659

百万円 百万円 百万円 百万円

2,315 2,563 5,223 7,657

円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

28.95 32.04 28.19 41.33

百万円 百万円 百万円 百万円

125,789 130,371 192,991 225,742

百万円 百万円 百万円 百万円

21,677 23,121 72,159 80,426

５．対処すべき課題

今後のわが国経済は、コロナ禍から経済社会活動が正常化し、緩やかな回復基調

を辿ることが期待されます。一方で、最大の輸出先である中国の経済低迷や、ロシ

アによるウクライナ侵攻のみならず、中東の情勢不安による原油高をはじめとする

物価高があり、依然として先行き不透明な状況が続くものと思われます。

　また、不動産業界を取り巻く環境は、少子高齢化、コロナ禍による生活様式の激

変によるニーズの変化のほか、働き方改革関連法案による建設および物流業界の働

き方の見直しに伴う労務費などのコスト上昇や工期の設定見直しなど、新たな変化

を多角的に求められています。

このような事業環境の中、当社は「まちの魅力をつくり、地域の未来をひらく」

をPurposeに掲げ、当社の使命である「地域価値の向上」の実現に向け、全社一丸と

なって取り組んでまいります。

具体的には①関与不動産の増加を狙った仕入れ、開発の強化、②広域的なまちづ

くり事業へのさらなる参画、③分譲マンションのブランディング強化、④脱炭素社

会の実現に向けた取組、⑤エンゲージメントの向上につながる各種取組の推進をし

てまいります。

区分  　　 　　年度

売 上 高

当 期 純 利 益

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

総 資 産

純 資 産



６．主要な事業内容及び営業所

（１）主要な事業内容

土地・建物の販売、賃貸借、管理、不動産の仲介

土木造成工事の設計・監理及び請負

建築工事の設計・監理及び請負

不動産の鑑定評価

ビルの賃貸借及び管理

（２）主要な営業所

本 社 名古屋市中村区名駅四丁目8番18号

首 都 圏 事 業 部 東京都港区赤坂二丁目2番12号

関 西 事 業 部 大阪市北区中崎西二丁目4番12号

７．従業員の状況

前期末比増減 平均年令 平均勤続年数

20名 42.8才 14.3年

8名 37.4才 11.8年

28名 41.4才 13.6年

８．重要な親会社及び子会社の状況

（１）親会社の状況

（２）子会社の状況

ビル設備管理、保守サービス

栄開発㈱ 500百万円 68.4％ 不動産賃貸

北陸名鉄開発㈱ 60百万円

65名

93.3％
ビル管理・マンション管理、不
動産賃貸、航空ハンドリング、
保険代理店

名鉄プロパティマネジメント㈱ 50百万円 90％ 商業施設の不動産管理

名鉄ビルサービス㈱ 100百万円 66％

245名

所有株式数

性　　別

男

女

計

従業員数

180名

185,278千株

当社との取引内容

土地建物の売買・賃貸借・仲介
及び建築の設計・監理

当社に対する
出資比率

100％

会社名

名古屋鉄道㈱

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

名鉄コミュニティライフ㈱ 110百万円 100％
マンション管理・ビル管理・賃
貸管理

名鉄セコム㈱ 50百万円

㈱名鉄クリーニング 50百万円 100％
クリーニング、環境サービス、
空港グランドハンドリング

50％
常駐施設警備サービス、機械警
備、現金及び貴重品の運搬



９．主要な借入先及び借入額

１０．株式に関する事項

①発行可能株式総数 300,000 千株

②発行済株式総数 185,278 千株

③株主数 1 名

④大株主

名古屋鉄道㈱ 185,278千株

㈱名鉄マネジメントサービス 115,408百万円

借入先 借入額

株主名 持株数



１１．役員に関する事項 　　　　（2024年3月31日現在）

地　位 担当及び重要な兼職の状況

日比野 博 代 表 取 締 役 社 長 名古屋鉄道㈱執行役員

中 村 　利 男 取 締 役 分譲事業本部長

中 町 純 一 取 締 役 経営企画部・AM事業部総括
投資推進事業本部長
投資事業企画部長

田 邊 剛 取 締 役 まちづくり事業本部長

安 藤 隆 司 取 締 役 名古屋鉄道㈱代表取締役会長

髙 﨑 裕 樹 取 締 役

岩 切 道 郎 取 締 役 名古屋鉄道㈱取締役 専務執行役員

籾 山 貢 取 締 役 名古屋鉄道㈱常務執行役員

矢 野 裕 監 査 役

松 下 明 監 査 役

注）役員の異動は、次のとおりであります。

1．2023年3月31日付にて加藤正仁氏、安藤和弘氏は取締役を辞任し、2023年4月1日付にて
　 中町純一氏、田邊剛氏が取締役に就任しております。
2．2023年6月20日開催の第64回定時株主総会終結のときをもって、取締役の前田由幸氏、
　 桑原敏朗氏、小野猛氏は退任しております。

１２．会計監査人の状況
名 称 有限責任あずさ監査法人

氏　名

名古屋鉄道㈱代表取締役社長 社長執行役員

名古屋鉄道㈱取締役 専務執行役員

名古屋鉄道㈱常任監査役



１３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制

当社では、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「内部統制システ

　　ムの基本方針」を定めており、その内容は以下のとおりです。

（1）　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 「名鉄都市開発企業倫理基本方針」を制定し、社長は、その精神を継続して役職員に浸透

させ、企業活動の基本となる法令・定款の遵守を徹底します。

② 社長直轄の企業倫理委員会は、コンプライアンスに関する規定の整備、役職員に向けた教育

・研修等を実施します。また、万一コンプライアンス違反が生じたときは、再発防止策等の

必要な対応を講じるとともに、適宜取締役会への報告を行います。

③ 監査役は、独立した立場から、内部統制システムの整備・運用状況を含め、取締役の

職務執行を監査します。

④ 内部監査担当部署は、内部統制システムが有効に機能しているかを確認し、整備方針・

計画の実行状況を監視します。

⑤ 当社の事業に適用される法令等を識別し、その内容を関連部署に周知徹底することにより、

法的要求事項を遵守します。

⑥ 通報者の保護を徹底した、通報・相談システム（社内及び社外の相談窓口）を設置します。

⑦ 社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力に対しては、厳正に対処します。

（2）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役会、その他の重要な会議の意思決定に係る情報、代表取締役社長決裁、その他

重要な決裁に係る情報並びに財務、事務及びリスク・コンプライアンスに関する情報を、

法令及び社内規則に基づき、文書または電磁的媒体によって記録・保存・管理します。

② 取締役または監査役が前号の情報の閲覧を求めたときは、常時閲覧できます。

（3）当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 社長直轄のリスク管理委員会は、当社の事業を取り巻くさまざまなリスクを把握し、損失の

発生を未然に防止するためのリスクの分析、課題・対応策等を協議、承認、及びリスク管理

施策の推進と結果の承認を行います。また、リスク管理委員会で決定した事項については、

適宜取締役会に報告します。

② 経営に重大な影響を及ぼすリスクが顕在化したとき、または顕在化する可能性が高いと判断

するときは、対策本部を設置し、リスクの顕在化に伴い生じた事態に関する情報を収集し、

一元管理するとともに、事態の拡大を防止し、正常化するためのあらゆる措置を講じます。

（4）当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役の職務権限と担当業務を明確にし、会社の機関相互の適切な役割分担と連携を

確保します。

② 業務の簡素化、組織のスリム化及びITの適切な利用を通じて業務の効率化を推進します。



（5）当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社は、子会社との緊密な連携のもと、当社及び名鉄グループのブランドの維持・向上に

努めます。

② 当社は、「関連会社監理規則」に基づき、子会社における経営上の重要事項について、

事前に当社と協議し、または速やかに報告することを求めます。

③ 当社は、子会社における、事故、事件、災害、コンプライアンス違反等、当社及び

名鉄グループに影響を及ぼすおそれのある事項については、速やかに報告を求め、

適切な措置が講じられる体制を確立します。

④ 当社の企業倫理担当部署は、子会社の役職員等からの通報を受けた通報・相談システムへの

状況を、当社の企業倫理委員会に報告します。

（6）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項、その使用人の取締役からの独立性に関する事項及びその使用人に対する指示の

実行性の確保に関する事項

① 取締役は、監査役の求めにより、必要に応じて監査役の職務を補助する従業員（以下「監査

役スタッフ」という。）として適切な人材を配置します。

② 内部監査担当部署に所属する使用人が、監査役スタッフとなり、必要に応じて、監査役の

職務を補助するものとし、その業務権限は職務責任明細書に定めます。なお、当該業務を

行うときは、監査役スタッフの当社の取締役からの独立性を確保します。

（7）当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人等が当社の監査役に報告を

するための体制並びに報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制

① 監査役の職務の効率的な遂行のため、当社の取締役並びに子会社の取締役及び監査役は、

当社または子会社の経営及び事業運営上の重要事項、業務執行の状況及び結果、並びに

著しい損害を及ぼすおそれのある事実について、当社の監査役に報告します。

② 当社及び子会社の使用人は、前号のうち著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを

発見した場合は、当社の監査役に直接報告することができます。

③ 監査役への報告は、誠実に洩れなく行うことを基本とし、定期的な報告に加えて、

必要の都度、遅滞なく行います。

④ 当社及び子会社の役職員は、監査役に前３号の報告をしたこと、または内部通報したことを

理由として、いかなる不利益な取扱いを受けないものとします。

（8）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の職務の執行に

ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

① 監査役は、必要に応じ、弁護士、公認会計士等の外部専門家に相談をすることができ、

その費用は当社が負担します。

② 前号のほか、監査役の職務の執行について臨時的に生じた必要な費用は、当社が負担します。



（9）その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 当社の代表取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合を持ちます。

② 当社の取締役は、監査役の職務の適切な遂行のため、監査役と子会社の取締役等との

意思疎通、情報の収集・交換が適切に行えるよう協力します。

③ 当社の取締役は、監査役の職務の遂行にあたり、監査役が必要と認めた場合に、弁護士、

公認会計士等の外部専門家との連携を図れる環境を整備します。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では、上記基本方針に掲げた体制を整備しておりますほか、その基本方針に基づき、以下の

　　具体的な取組みを行っております。

（1）　コンプライアンスに関する取組み

当社は、「企業倫理委員会規則」に基づき、原則として半期に１度、企業倫理委員会

を開催しています。当該委員会は、企業倫理に関する方針や施策の決定、不祥事発覚時の

対応、企業倫理ヘルプラインの状況等を報告・審議しています。また、コンプライアンス・

カードの配布やｅーラーニングを活用した教育を通して、コンプライアンス意識の浸透と

定着を図るための取組みを継続的に行っております。

（2）リスクマネジメントの実践

当社は、「リスク管理規則」に基づき、原則として年に１度、リスク管理委員会を開催

しています。また、当該委員会は、「名鉄グループリスク管理運用規則」に基づき、リスク

の棚卸を実施し、事業を取り巻くさまざまなリスクの把握と適切な管理に努めております。

（3）取締役の職務執行の効率性の確保

当社の取締役会は、「取締役会規則」に基づき、原則として３ヵ月に１回開催するほか、

必要に応じて臨時取締役会を開催し、中長期経営計画及び重要な事業計画を策定するほか、

これを遂行するための取締役の業務分担と職務権限を決定し、効率的な職務の執行を図って

います。また、取締役会のほか、役員会議または部長会議を原則として週に１回開催し、

各部門の業務の進捗状況や課題を報告、審議しています。

（4）監査役監査の実効性の確保

監査役は、取締役会への出席等を通して、職務の執行状況及び経営状況を把握するとともに、

内部監査担当部署を経由して、必要な情報を適宜取得しています。



附属明細書（事業報告関係）  
 

 

 

該当事項はありません。  

 

 

以  上  

 

  



第６５期

自　２０２３年４月  １日

至　２０２４年３月３１日

２０２３年度

計 算 書 類

名 鉄 都 市 開 発 株 式 会 社



貸　 借　 対　 照　 表
( ２０２４年３月３１日現在 )

 金　　額  金　　額

( 資 産 の 部 ) 千円 ( 負 債 の 部 ) 千円

83,632,181 112,466,000

14,898 2,037,436

2,492,572 102,058,481

76,643,712 250,372

86,229 4,843,776

638,785 237,507

555,088 13,977

462,302 2,297,475

2,742,694 481,281

△ 4,100 111,415

90,379

43,902

142,110,753 32,850,399

126,322,013 13,350,000

42,990,417 6,831,712

243,517 7,681,520

109,459 601,444

319,561 1,143,342

82,080,238 2,508,662

578,822 728,619

54,715 5,100

22,404

32,311

15,734,024 145,316,400

7,011,405 ( 純 資 産 の 部 )

3,364,601 82,290,537

145,912 4,000,000

771 51,719,804

4,487,290 1,998,132

715,389 49,721,672

22,456 26,570,733

△ 13,800 20,000

26,550,733

835,075

25,715,658

△ 1,864,002

13,966

△ 1,877,968

80,426,535

225,742,934 225,742,934

貸 倒 引 当 金 利 益 準 備 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

整 理 損 失 引 当 金

固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資

土 地

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 越 利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

科　 　　　　目 科　 　　　　目

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 流 動 負 債

長 期 借 入 金

資 本 剰 余 金

再評価に係る繰延税金負債

資 産 除 去 債 務

退 職 給 付 引 当 金

貸 倒 引 当 金

長 期 前 払 費 用

諸 施 設 利 用 権

預 り 保 証 金

その他の無形固定資産

負 債 ・ 純 資 産 合 計

　 固定資産圧縮特別勘定積立金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 産 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

支 払 手 形

短 期 借 入 金

機 械 装 置

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品

構 築 物

前 払 費 用

そ の 他 の 流 動 資 産

短 期 貸 付 金

営 業 未 収 入 金

流 動 資 産

分 譲 土 地 建 物

未 成 工 事 支 出 金

関 係 会 社 株 式

リ ー ス 債 務

リ ー ス 債 務

未 払 費 用

流 動 負 債

現 金 ・ 預 金

未 払 金

そ の 他 の 固 定 負 債

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

有 形 固 定 資 産

固 定 負 債

建 物

差 入 保 証 金

長 期 貸 付 金

未 収 入 金 契 約 負 債

資 本 準 備 金

建 設 仮 勘 定

株 主 資 本

負 債 合 計

資 　本 　金



損　益　計　算　書
２０２３年　４月　１日から

２０２４年　３月３１日まで

科　　　　　目 金　　　　　　額

千円 千円

64,659,725

50,421,461

14,238,263

5,827,448

8,410,815

822,036

3,913 825,949

416,963

198,000

247 615,210

8,621,555

438,037

71,031

270,735 779,803

1,127,371

160,241 1,287,611

8,113,747

1,173,815

△ 717,728 456,086

7,657,660

そ の 他 特 別 利 益

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 の 費 用

整理損失引当金繰入額

特 別 損 失

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 収 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

減 損 損 失

そ の 他 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

２０２３年　４月　１日から

２０２４年　３月３１日まで

株　　　　主　　　　資　　　　本

資本剰余金 利　益　剰　余　金

その他利益剰余金

固定資産圧縮
特別勘定積立金

繰越利益
剰　余　金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,000,000 1,998,132 46,987,668 48,985,800 20,000 843,132 19,993,536 20,856,668 73,842,467

剰 余 金 の 配 当 △ 2,510,517 △ 2,510,517 △ 2,510,517

当 期 純 利 益 7,657,660 7,657,660 7,657,660

固 定 資 産 圧 縮 特 別 勘 定
積 立 金 の 取 崩

△ 8,056 8,056 － －

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 184,801 184,801 184,801

企 業 結 合 に よ る 増 加 2,734,004 2,734,004 382,121 382,121 3,116,125

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－ － 2,734,004 2,734,004 － △ 8,056 5,722,122 5,714,066 8,448,070

4,000,000 1,998,132 49,721,672 51,719,804 20,000 835,075 25,715,658 26,570,733 82,290,537

評価・換算差額等

純資産

合　計

千円 千円 千円 千円

10,180 △ 1,693,167 △ 1,682,987 72,159,481

剰 余 金 の 配 当 △ 2,510,517

当 期 純 利 益 7,657,660

固 定 資 産 圧 縮 特 別 勘 定
積 立 金 の 取 崩

－

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 △ 184,801 △ 184,801 －

企 業 結 合 に よ る 増 加 3,116,125

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

3,785 △ 184,801 △ 181,016 8,267,054

13,966 △ 1,877,968 △ 1,864,002 80,426,535

3,785

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

評価・換算

差額等合計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

3,785 3,785

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差　額　金

資本金
株主資本

合　　計資本準備金
資本剰余金
合　　　計

利益準備金
利益剰余金
合　　　計

その他
資本剰余金



個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 棚　卸　資　産

分 譲 土 地 建 物 個別法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

(2) 有　価　証　券

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券

　ａ　市場価格がない株式 時価法

　　　以外のもの （評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　売却原価は移動平均法により算定）

　ｂ　市場価格がない株式 移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1)

① 建物（建物附属設備を除く） 定額法を採用しております。

及び平成28年4月1日以降 ただし、事業用定期借地権契約による借地上の建物については、

に取得した建物附属設備 残存価額を零とし、契約年数を耐用年数とした定額法を採用して

及び構築物 おります。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

については、残存価額を零とし、リース期間を耐用年数とする定

額法を採用しております。

② その他の有形固定資産 定額法を採用しております。

(2) 定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(2) 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期に帰属　　　　　　　　　　　　　　　　　

する部分を計上しております。　

(3) 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。

(4) 今後発生する整理損失に備えるため、損失負担見込額を計上して

おります。

整 理 損 失 引 当 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金



４．収益及び費用の計上基準

　　　マンションの分譲販売等から得られる収益について、引渡し時点で履行義務を充足すると判断し収益を

　　　認識しております。

（収益認識に関する注記）

収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

（貸借対照表に関する注記）

１．資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 26,014,530 千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 738,265 千円

短 期 金 銭 債 務 243,434 千円

長 期 金 銭 債 権 700,013 千円

長 期 金 銭 債 務 10,046 千円

３．土地の再評価

｢土地の再評価に関する法律｣(平成10年3月31日公布法律第34号)及び｢土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律｣(平成11年3月31日公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額

に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金負債｣として負債の部に計上し､これを控除した金額を｢土地

再評価差額金｣として純資産の部に計上しております。

(1) 再 評 価 の 方 法 　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第119号)

　　　第2条第4号に定める算出方法によっております。

(2) 再評価を行った年月日 　　　平成14年3月31日

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

　　　　　　売　　　上　　　高 5,837,682 千円

　　　　　　仕　　　入　　　高 4,357,672 千円

680,737 千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当期末における発行済株式の総数

普 通 株 式 185,278 千株

営 業 取 引 に よ る 取 引 高

営業取引以外の取引による取引高



２．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

2023年6月20日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を行っております。

株 式 の 種 類 普通株式

配 当 の 原 資 利益剰余金

配 当 金 の 総 額 2,510,517 千円

１ 株 当 た り 配 当 額 13円55銭

基 準 日 2023年3月31日

効 力 発 生 日 2023年6月21日

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2024年6月7日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

株 式 の 種 類 普通株式

配 当 の 原 資 利益剰余金

配 当 金 の 総 額 3,727,793 千円

１ 株 当 た り 配 当 額 20円12銭

基 準 日 2024年3月31日

効 力 発 生 日 2024年6月10日

（その他事項に関する注記）

１．税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却費、退職給付関係の否認等であり、繰延税金負債の発生

　　の主な原因は、固定資産圧縮積立金等であります。

２．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

借入金の使途は主として短期の運転資金(商品投資を含む)及び長期の設備投資資金であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

当期末における貸借対照表計上額、時価及びその差額については、次のとおりであります。

① 支払手形及び短期借入金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

ことから当該帳簿価額によっております。

(注) 長期借入金(一年以内返済分を含む)の変動金利によるものについては、短期間で市場金利を反映し、時価は

帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。また固定金利によるものについては、元利

金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

千円 千円 千円

投 資 有 価 証 券

　その他投資有価証券 410,160 410,160 ―

長 期 借 入 金
（一年以内返済分を含む）

13,350,000 13,350,000 ―



② 投資有価証券については、持分相当額を純額とする匿名組合等への出資は、「時価の算定に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号 2021年6月17日)第24-16項に基づき、

時価開示の対象とはしておりません。

３．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、名古屋市その他の地域において賃貸用のオフィスビル(土地を含む)等を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

貸 借 対 照 表 計 上 額 125,169,076 千円

当 期 末 の 時 価 156,074,869 千円

(注) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

当期末の時価は、主として｢不動産鑑定基準｣に基づいて自社で算定した金額であります。

５．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 434円09銭

１株当たり当期純利益 41円33銭

４．関連当事者との取引に関する注記

会　社　等 関連当事者

の　名　称 との関係

千円 千円

短期借入金 102,058,481

長期借入金 13,350,000

借入金利息 177,565 ― ―　

（注） 当社は、グループ内の資金を一元管理するキャッシュ・マネジメント・サービス（CMS）を導入しており、

参加会社間で資金の貸借を日次で行っているため、CMSの取引金額は記載しておりません。

親会社の
子会社

㈱名鉄マネジ
メントサービス

資金の借入
（注１）

1,937,486不動産賃貸 敷金の預り

取引の内容 取引金額 科　　目

名鉄イン㈱

期末残高
（被所有）割合

属性
議決権等の所有

預り保証金

―　 資金調達
147,030,000

―　―　
親会社の
子会社

貸借対照表計上額

千円

非 上 場 株 式 2,197,244

匿 名 組 合等 出 資 金 4,404,000



６．企業結合に関する注記

① 2023年2月13日開催の取締役会において、2023年4月1日を効力発生日として、吸収合併の方法により、

株式会社メルサのテナント運営・管理事業以外の資産・権利義務を当社に承継することを決議し、

株式会社メルサとの間で吸収合併契約を締結いたしました。これに基づき、2023年4月1日付で吸収合併

をしております。

(1) 結合当事企業の名称及び対象となる事業の内容

結合当事企業の名称 株式会社メルサ

事業の内容 不動産事業

(2) 事業承継日 2023年4月1日

(3) 事業分離の法的形式 株式会社メルサを消滅会社、当社を承継会社とする吸収合併

(4) 承継先企業の名称 名鉄都市開発株式会社

② 2023年8月17日開催の取締役会において、2023年10月1日を効力発生日として、吸収合併の方法により、

株式会社名鉄プロパティの資産・負債及び権利義務を当社に承継することを決議し、株式会社

名鉄プロパティとの間で吸収合併契約を締結いたしました。これに基づき、2023年10月1日付で吸収合併

をしております。

(1) 結合当事企業の名称及び対象となる事業の内容

結合当事企業の名称 株式会社名鉄プロパティ

事業の内容 不動産事業

(2) 事業承継日 2023年10月1日

(3) 事業分離の法的形式 株式会社名鉄プロパティを消滅会社、当社を承継会社とする吸収合併

(4) 承継先企業の名称 名鉄都市開発株式会社

貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の金額は、千円未満を原則四捨五入して表示しております。



第６５期

自　２０２３年４月  １日

至　２０２４年３月３１日

名 鉄 都 市 開 発 株 式 会 社

２０２３年度

附 属 明 細 書

（計算書類関係）



　   　(単位:千円)

期　　首 当　　期 当　　期 当　　期 期　　末 減価償却 期　　末

区分 帳簿価額 増 加 額 減 少 額 償 却 額 帳簿価額 累 計 額 取得原価

建 物 35,282,369 11,629,570 1,812,933 2,108,589 42,990,417 23,495,711 66,486,128

(998,689)

構 築 物 248,136 51,349 27,092 28,876 243,517 946,917 1,190,434

(10,434)

機 械 装 置 67,471 102,941 48,746 12,207 109,459 283,766 393,225

(48,746)

工具･器具･備品 300,685 105,056 1,879 84,301 319,561 1,288,136 1,607,697

土 地 66,826,529 18,402,827 3,149,118 － 82,080,238 82,080,238

(69,502)

建 設 仮 勘 定 301,421 25,204,917 24,927,515 － 578,822 578,822

計 103,026,610 55,496,659 29,967,284 2,233,972 126,322,013 26,014,530 152,336,543

(1,127,371)

諸 施 設 利 用 権 28,185 322 6,103 22,404

その他の無形固定資産 40,809 7,931 1,138 15,291 32,311

計 68,994 8,253 1,138 21,394 54,715

（注）当期減少欄にある括弧書（内数）は、当期の減損損失による減少であります。

期中増減の主な理由

１．有形固定資産及び無形固定資産の明細

資 産 の 種 類

有
 
形
 
固
 
定
 
資
 
産

無
形
固
定
資
産

建 物 増 加 　東横ｲﾝ名古屋金山 　新規ﾋﾞﾙ購入 （2,778,350千円）

建 物 増 加 　名古屋ﾙｰｾﾝﾄﾀﾜｰ 　空調設備改修 等 （305,597千円）

建 物 増 加 　ﾒｲﾌｨｽ金山駅前ﾋﾞﾙ 　新規ﾋﾞﾙ購入 （1,764,839千円）

建 物 増 加 　TATSUMIｽｶｲｶﾞｰﾃﾞﾝﾃﾗｽ 　新規ﾋﾞﾙ購入 （1,528,059千円）ほか

土 地 増 加 　ﾒｲﾌｨｽ金山駅前ﾋﾞﾙ 　新規ﾋﾞﾙ購入（2,426,521千円）

土 地 増 加 　ﾒｲﾌｨｽ丸の内ﾋﾞﾙ 　新規ﾋﾞﾙ購入（1,994,166千円）

土 地 増 加 　ﾒｲﾌｨｽ伏見ﾋﾞﾙ 　新規ﾋﾞﾙ購入（1,665,405千円）

土 地 増 加 　TATSMIｽｶｲｶﾞｰﾃﾞﾝﾃﾗｽ 　新規ﾋﾞﾙ購入 （1,378,565千円）ほか

事業再編による資産の移管

建 物 267,435千円

構 築 物 1,872千円

工具・器具・備品 4,473千円

土 地 5,392,890千円

諸 施 設 利 用 権 322千円

その他の無形固定資産 153千円



(単位：千円)

91,037 181,133 181,791 90,379

767,561 37,633 203,750 601,444

2,311,947 205,000 8,285 2,508,662

（注）役員退任慰労引当金は2022年7月の制度廃止によりその他の固定負債に振替。

２．引当金の明細

当期増加額 期 末 残 高

10,58517,645

賞 与 引 当 金

貸 倒 引 当 金

区 分 期 首 残 高 当期減少額

17,900

退 職 給 付 引 当 金

10,840

整 理 損 失 引 当 金



(単位:千円)

科 目 販 売 費 計 科 目 販 売 費 計

役 員 報 酬 14,453 58,889 73,342 賃 借 料 188,354 332,592 520,946

給 料 174,558 188,392 362,950 印 紙 税 630 923 1,553

手 当 43,844 32,060 75,904 消 費 税 　　― 456,649 456,649

賞 与 77,777 68,614 146,391 固定資産税 118,665 7,576 126,241

法定福利費 51,747 58,006 109,754 不動産取得税 2,669 　　― 2,669

厚生福利費 124 8,381 8,505 事 業 所 税 　　― 6,302 6,302

退職給付費用 19,714 17,727 37,441 事 業 税 　　― 410,672 410,672

賞与引当金繰入額 △ 1,283 2,516 1,233 減価償却費 3,455 37,159 40,614

(人件費計) ( 380,934 ) ( 434,584 ) ( 815,518 ) 貸倒引当額 　　― 760 760

修 繕 費 　　― 14,023 14,023

備 消 品 費 5,251 56,236 61,487

水道光熱費 25 10,114 10,139

広 告 費 1,366,077 34,868 1,400,945

会 議 費 1,099 603 1,702

販売促進費 166,211 　　― 166,211

販売運営費 234,973 　　― 234,973

雑 費 10,169 67,477 77,647

旅費交通費 6,147 13,701 19,848

通信運搬費 6,282 4,913 11,195

交 際 費 7,191 10,311 17,503

寄 付 金 　　― 2,314 2,314

諸 会 費 1,225 9,533 10,758

手 数 料 39,954 4,995 44,950

販売手数料 1,232,008 　　― 1,232,008

清 掃 料 1,018 　　― 1,018

保 険 料 8,520 2,471 10,991 ( 経 費 計 ) ( 3,418,935 ) ( 1,592,994 ) ( 5,011,930 )

業務委託料 19,011 108,802 127,813 合 計 3,799,869 2,027,578 5,827,448

３．販売費及び一般管理費の明細

一般管理費 一般管理費



独立監査人の監査報告書 

2024年５月８日 

名鉄都市開発株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

名古屋事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 岸 田 好 彦 

監査意見 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、名鉄都市開発株式会社の2023年  

４月１日から2024年３月31日までの第65期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）に

ついて監査を行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな

る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及

び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

計算書類等に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計

算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ

とが含まれる。 



計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基

づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場

から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可

能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見

込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監

査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関

連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して

重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要

な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項

付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内

容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事

項について報告を行う。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以 上 

 




